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都市利便増進協定 協定書（例） 国交省 HP掲載のもの。協定の記載例を示したもの 
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都市再生整備計画（案）（札幌駅・大通駅周辺地区）では、都市利便増進協定が新たに付け加えら

れることを目指しており、札幌大通まちづくり株式会社、北海道開発局により、都市再生特別措置法

（平成14 年法律第22 号）第72 条の3 第1 項の都市利便増進協定の締結に向けた検討を行っている。 

本協定（案）では、札幌市大通地区のうち、一般国道36 号駅前通（南1 条通～南4 条通）におい

て都市利便増進施設の一体的な整備及び管理を行うことをその内容としている。 

 

図表 大通地区における都市利便増進協定書（最終案） 

 

都市利便増進協定の例 札幌駅・大通駅周辺地区 国交省 HP掲載の資料から引用 
 注)今年 2月に協定締結 

  下の協定書案には、道路占用料の話は書かれていないが、協定締結者がまちづくり会社と直轄国道を

管理する国交省北海道開発局であることなどから、7月に国交省道路局が出した「占用料 9割減免」の

通達は、この案件を睨んだものと推定される 
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